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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超音波の送受波によって生体組織を評価するために、生体組織に当接される接触部と、
　前記接触部を生体組織に対して移動させ、当該接触部を生体組織へ当接させる移動機構
と、
　を含み、
　前記移動機構は、
　重りと、
　駆動力を発生する駆動源と、
　前記重りを引き上げる重り機構と、
　前記駆動源からの駆動力を前記重り機構へ伝達すると共に前記重り機構の動作を制御す
る機構であって、前記駆動源と前記重り機構との間に設けられ前記重りの引き上げ時にオ
ン動作して前記駆動力を伝達し前記重りの落下時にオフ動作するクラッチと、前記クラッ
チと前記重り機構との間に設けられ前記重りの引き上げ時にオフ動作し前記重りが上昇端
に位置した場合にオン動作してその状態を保持し前記重りの落下時にオフ動作するブレー
キと、を有する第１の伝達機構と、
　前記重り機構と前記接触部との間に設けられ、前記重りの落下により発生する位置エネ
ルギーを前記接触部を生体組織側へ移動させるための運動エネルギーとして伝達する第２
の伝達機構と、
　を含むことを特徴とする生体組織評価装置。
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【請求項２】
　請求項１記載の装置において、
　前記第２の伝達機構は、前記駆動源の駆動力による前記重りの引き上げに伴って、当該
駆動力により前記接触部を生体組織側から退避させる、ことを特徴とする生体組織評価装
置。
【請求項３】
　超音波の送受波によって骨を評価する骨評価装置において、
　骨を含む生体組織としての踵の両側に設けられ、超音波の送波及び受波を行う一対の振
動子ユニットと、
　前記一対の振動子ユニットを前記生体組織としての踵に対して進退させる移動機構と、
　を含み、
　前記移動機構は、
　重りと、
　駆動力を発生する駆動源と、
　前記重りを引き上げる重り機構と、
　前記駆動源からの駆動力を前記重り機構へ伝達すると共に前記重り機構の動作を制御す
る機構であって、前記駆動源と前記重り機構との間に設けられ前記重りの引き上げ時にオ
ン動作して前記駆動力を伝達し前記重りの落下時にオフ動作するクラッチと、前記クラッ
チと前記重り機構との間に設けられ前記重りの引き上げ時にオフ動作し前記重りが上昇端
に位置した場合にオン動作してその状態を保持し前記重りの落下時にオフ動作するブレー
キと、を有する第１の伝達機構と、
　前記重り機構と前記一対の振動子ユニットとの間に設けられ、前記重りの落下により発
生する位置エネルギーを前記一対の振動子ユニットを生体組織側へ移動させるための運動
エネルギーとして伝達する第２の伝達機構と、
　を有する、ことを特徴とする骨評価装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は骨評価装置などの生体組織評価装置に関し、特に接触部の移動制御に関する。
【０００２】
【従来の技術】
生体組織評価装置としては、超音波を利用した骨評価装置や超音波診断装置、放射線（Ｘ
線など）診断装置などが知られている。
【０００３】
従来の骨評価装置においては、一般に、生体組織（例えば踵）の両側に一対の振動子ユニ
ットが設けられ、骨評価時には、生体組織が一対の振動子ユニットで挟まれ、その状態で
生体組織に対して超音波が放射され、生体組織を通過した超音波が受波される。その受信
信号に基づいて、超音波の音速や減衰、スペクトル変化、波形変化などが解析され、その
解析結果から骨の健全性が評価される。
【０００４】
例えば、特許第２８４００４０号に記載された装置では、一対の振動子ユニットがモータ
駆動力によって生体組織へ当接され、その際の当接圧はモータ駆動力を伝達する機構に備
えられたトルクリミッタによって設定される。つまり、一定の当接圧（駆動トルク）が発
生した時点で、トルクリミッタがスリップし、振動子ユニットの移動機構へのモータ駆動
力の伝達が遮断される。この方式によれば、常に一定の当接圧で骨評価を行えるため、測
定の再現性が良好となり、測定精度及び測定の信頼性を向上可能である。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、トルクリミッタによる方式の場合、それ自体十分な実績があるものの、そ
の動作点が若干ながらばらつく可能性もゼロではない。このような課題は、超音波を利用
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した骨評価装置のみならず、他の装置においても指摘される。また、この種の装置におい
ては、動作安全性をより高めるべき要請がある。
【０００６】
本発明は、上記従来の課題に鑑みなされたものであり、その目的は、組織評価の精度及び
信頼性をより高められるようにすることにある。
【０００７】
本発明の他の目的は、接触部の一定当接圧の新しい発生方式を実現することにある。
【０００８】
本発明の他の目的は、装置の動作安全性をより高めることにある。
【０００９】
【課題を解決するための手段】
（１）本発明に係る装置は、生体組織の評価のために、生体組織に当接される接触部と、
前記接触部を生体組織に対して移動させ、当該接触部を生体組織へ当接させる移動機構と
、を含み、前記移動機構は、重りの位置エネルギーを前記接触部を生体組織に接触させる
ための運動エネルギーに転換する機構を含む。
【００１０】
上記構成によれば、重りの位置エネルギーが接触部の運動エネルギーに転換され、つまり
一定の位置エネルギーを利用して接触部の接触圧について再現性を高めることができる。
ここで、生体組織は望ましくは踵である。また、接触部は超音波診断のための振動子ユニ
ットであるのが望ましいが、接触部がＸ線測定ユニットであってもよい。それ以外の測定
波を用いて計測を行う場合にも本発明を適用できる。
【００１１】
（２）本発明に係る装置は、生体組織の評価のために、生体組織に当接される接触部と、
前記接触部を生体組織に対して移動させ、当該接触部を生体組織へ当接させる移動機構と
、を含み、前記移動機構は、重りと、駆動力を発生する駆動源と、前記駆動源の駆動力に
より前記重りを引き上げる引き上げ機構と、前記接触部を生体組織へ当接させる際に、前
記重りを落下させる落下制御機構と、前記重りの落下により、前記接触部を生体組織側へ
移動させる機構と、を含むことを特徴とする。
【００１２】
上記構成によれば、駆動源の作用によって、重りを引き上げ、その引き上げ状態から重り
を落下させて、接触部の運動エネルギーが生成され、更に接触部の生体への接触圧を常に
一定にできる。例えば、重りの重量を選択することにより、接触圧を切り換えるようにし
てもよい。上記構成によれば、接触部の接触動作に電気的なエネルギーを利用していない
ので、安全性も高められる。重りの引き上げ高さは一般に一定とされる。
【００１３】
望ましくは、前記落下制御機構は、前記重りを引き上げた状態を保持し、前記接触部を生
体組織へ当接させる際に保持状態を解除して前記重りを落下させる。保持状態を維持する
ための機構として、例えば電磁ブレーキなどを利用できる。その電磁ブレーキとしては電
磁力の発生により、保持力が解除されるものを用いるようにしてもよい。
【００１４】
望ましくは、前記駆動源の駆動力により、前記重りの引き上げに伴って、前記接触部を生
体組織側から退避させる機構を含む。
【００１５】
（３）本発明は、超音波の送受波によって骨を評価する骨評価装置において、骨を含む生
体組織としての踵の両側に設けられ、超音波の送波及び受波を行う一対の振動子ユニット
と、前記一対の振動子ユニットを前記生体組織としての踵に対して進退させる移動機構と
、を含み、前記移動機構は、重りによる重力作用を利用して、前記生体組織への前記一対
の振動子ユニットの当接圧を一定にする機構と、駆動力によって前記重りを引き上げる機
構と、を有する、ことを特徴とする。
【００１６】
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　重りに働く重力は一定であるので、それにより発揮される力は地球上で常に一定であり
、その結果、送受波器（つまり一対の振動子ユニット）の当接圧を常に一定にして、測定
精度を高められる。各振動子ユニットは、超音波振動子とその超音波送受波面に設けられ
たカップリング体（ラバー、水袋など）などによって構成される。
【００１７】
望ましくは、前記送受波器は生体組織の両側に一対設けられ、前記各送受波器ごとに前記
移動機構が設けられ、又は前記各送受波器に対して共用される前記移動機構が設けられる
。つまり、各送受波器ごとにそれぞれ重りを設けてもよいが、１つの重りを利用して一対
の送受波器を駆動するようにしてもよい。
【００１８】
望ましくは、前記生体組織は踵であり、前記踵を位置決めする足台を有する。
【００２０】
（４）本発明に係る装置は、生体組織の評価のために、生体組織に当接される接触部と、
前記接触部を生体組織に対して移動させ、当該接触部を生体組織へ当接させる移動機構と
、を含み、前記移動機構は、生体組織から前記接触部を後退移動させる場合には電気エネ
ルギーを利用し、生体組織へ前記接触部を前進移動させる場合には非電気エネルギーを利
用し、前記接触部の前進移動の際に安全性を高めたことを特徴とする。非電気エネルギー
として、望ましくは、位置エネルギーが利用される。
【００２１】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の好適な実施形態を図面に基づいて説明する。
【００２２】
図１には、本発明に係る生体組織評価装置の好適な実施形態が示されている。図１に示す
生体組織評価装置は、本実施形態において超音波を利用して骨の評価を行う骨評価装置で
ある。
【００２３】
図１において、骨評価装置１０は、例えば椅子などに腰掛けた被検者の足の踵が置かれる
足台１２を有し、その足台１２の両側に一対の振動子ユニット１４，１６が配置されてい
る。足台１２は図示されるように断面がＬ型をなしており、必要に応じて様々なサイズの
足台１２を取り付けることが可能である。また足台１２を水平方向及び垂直方向に位置変
更できるように構成してもよい。振動子ユニット１４，１６はそれぞれ対向配置されてお
り、その両者間の距離を変更可能である。例えば両者が相対的に退避された状態において
、足台１２上に踵が載せられ、その状態で一対の振動子ユニット１４，１６の間の距離が
狭められ、その結果、踵の両側に振動子ユニット１４，１６が所定の圧力で当接され、そ
の状態において超音波の送受波が行われ、これにより踵内に含まれる踵骨に対して超音波
による骨診断が実行される。
【００２４】
図１に示されるように、振動子ユニット１４は、左側起立体２０の内部に収容されており
、一方、振動子ユニット１６は右側起立体１８の内部に収容されている。振動子ユニット
１４，１６は、例えば超音波振動子と、その送受波面に設けられたカップリング体とから
成るものである。カップリング体は例えば生理食塩水などを収容したドーム状の水袋など
によって構成される。もちろん、ラバーなどによってカップリング体を構成することも可
能である。振動子ユニット１４，１６としては各種のものを利用することができる。
【００２５】
骨評価装置１０には、ディスプレイ２４が設けられており、そのディスプレイ２４は、水
平状態から起立状態に姿勢を変更することができる。ディスプレイ２４には操作画面や測
定結果などが表示される。プリンタ２２は、測定結果などを印字するためのユニットであ
る。測定開始スイッチ２６は、骨診断の開始操作ボタンとして機能するものである。骨評
価装置１０は、例えば水平の床面上に設置される。
【００２６】
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図２には、図１に示した骨評価装置の各構成がブロック図として示されている。制御部３
１はＣＰＵ及び所定のプログラムなどによって構成されるものであり、本実施形態におい
ては特に移動機構３０の制御を行っている。また制御部３１は超音波の送受信を制御して
おり、制御部３１から送信ユニット３２へ送信信号が供給され、その送信ユニット３２か
ら振動子ユニット１４へ送信パルスが供給される。これにより振動子ユニット１４から超
音波パルスが送波され、その超音波パルスは踵１００を通過して振動子ユニット１６にて
受波される。振動子ユニット１６から出力される受信信号は受信ユニット３４で受信され
、所定の受信信号処理を経た後、その受信信号が制御部３１に出力される。演算部３６は
受信信号に基づいて、踵１００を通過した時の超音波の音速や減衰などを演算し、そのよ
うな演算結果に基づいて骨の健全さを示す評価値を演算する。
【００２７】
その演算結果を表すデータは、制御部３１からディスプレイドライバ３８を介してディス
プレイ２４に送られ、ディスプレイ２４に演算結果が表示される。また、制御部３１から
送られるデータがプリンタドライバ４０を介してプリンタ２２へ送られ、そのプリンタ２
２により用紙上に測定結果などが印字される。電源部４２は各構成に供給する電力を生成
している。
【００２８】
　移動機構３０は、後述する重りを引き上げるための駆動源としてのモーター４８と、電
磁クラッチ５０と、電磁ブレーキ５２と、重りを有する重り機構５４と、を有している。
すなわち、駆動源としてのモーター４８から重り機構５４へ駆動力を伝達すると共に重り
の落下を制御する機構（第１の伝達機構）が電磁クラッチ５０と電磁ブレーキ５２を有し
ている。重り機構５４によって生成される重りの位置エネルギーに基づく駆動力は振動子
ユニット１４，１６に伝達され、それらの振動子ユニット１４，１６を互いに近づける方
向へ運動させる。すなわち、重り機構５４と振動子ユニット１４，１６との間に第２の伝
達機構が設けられている。一方、モーター４８によって発生する駆動力は、２つの振動子
ユニット１４，１６を互いに引き離す、すなわち退避させる駆動力として利用され、かつ
、重りを上方に引き上げるための駆動力として利用される。このモーター４８は、モータ
ードライバー４６を介して制御部３１によって制御される。
【００２９】
この移動機構３０について図３を用いて具体的に説明する。図３には、移動機構３０の構
成が斜視図として示されている。図３において符号７１はベースプレートを表しており、
そのベースプレート７１上に各構成が固定配置されている。
【００３０】
モーター４８の回転軸４８Ａには電磁クラッチ５０が接続されており、その電磁クラッチ
５０の出力側軸５０Ａには電磁ブレーキ５２が接続されている。また電磁ブレーキ５２の
出力軸５２Ａにはプーリー５６が接続されており、その軸５２Ａにはさらにプーリー５８
が接続されている。これらのプーリー５６，５８及び後に説明するプーリー６２，８２は
例えば歯車付きプーリーによって構成されており、それらに巻回されるタイミングベルト
６０，８０のスリップが防止されている。
【００３１】
　プーリー５８の回転力はタイミングベルト６０によってプーリー６２に伝達されており
、このプーリー６２が回転すると、それに伴って送りネジ６４が回転する。送りネジ６４
は送りナット７６が係合している。レール７２上にはガイド７４が載せられており、ガイ
ド７４はレール７２上をスライド運動する。ガイド７４上には支柱７０を介して振動子ユ
ニット１４が設けられている。したがって、送りネジ６４が回転すると、その回転方向に
応じて送りネジ６４と送りナット７６との噛み合い作用により、レール７２上をガイド７
４がスライド運動する。プーリー５８から送りネジ６４までが上記の第２の伝達機構に相
当している。
【００３２】
　図３には、一方の振動子ユニット１４に関する移動機構が示されているが、他方の振動
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子ユニット１６についても同様の機構が設けられている。その場合、重り機構５４を兼用
してもよく、また振動子ユニット１４，１６ごとに重り機構５４やモーター４８などの各
機構を設けるようにしてもよい。重り機構５４において、プーリー５６の回転力はタイミ
ングベルト８０を介してプーリー８２に伝達されている。プーリー８２の回転軸８２Ａに
は線状部材８８を引き上げるための滑車８４が固定連結されている。すなわち、重り機構
５４は、プーリー５６から線状部材８８までを有している。例えば図３に示すような一定
の上昇端に重り８６がある状態において、すなわち滑車８４に線状部材８８が巻き付けら
れた状態において、電磁ブレーキ５２を開放すると、重り８６の落下に伴って滑車８４及
びプーリー８２が回転し、その回転力がタイミングベルト８０を介してプーリー５６に伝
達され、その回転力がプーリー５８及びプーリー６２を介して送りネジ６４の回転に転換
される。その結果、振動子ユニット１４が図において前進方向すなわち被検体への接触方
向に運動することになる。
【００３３】
　一方、重り８６が落下した状態において、電磁ブレーキ５２がオフのまま、かつ電磁ク
ラッチ５０をオンにし、その状態においてモーター４８を動作させると、モーター４８の
駆動力により振動子ユニット１４が後退し、それと共に重り８６が上記機構によって上方
に引き上げられることになる。
【００３４】
以上の動作について図４を用いて詳述する。
【００３５】
まず、図１に示した足台１２上に載せられた状態において、この図４に示すルーチンが実
行されると、Ｓ１０１では重り８６が上昇端にあるか否かが判断される。ここで上昇端に
なければ後に説明するＳ１０８以降の各工程が実行され、重り８６が上昇端まで引き上げ
られる。
【００３６】
一方、Ｓ１０１で重り８６が上昇端にあると判断されると、Ｓ１０２では測定開始スイッ
チ２６の操作が検出され、Ｓ１０３及びＳ１０４で電磁クラッチ５０がオフにされ、同時
に、電磁ブレーキ５２がオフにされる。つまりプーリー５６などの電磁ブレーキ５２から
見て振動子ユニット１４側の回転がフリーの状態にされる。その結果、Ｓ１０５において
、重り８６が上方から落下し、その落下運動が上述した重り機構５４の採用により、送り
ネジ６４の回転運動に転換される。すると、振動子ユニット１４は前進運動を開始し、踵
の表面に振動子ユニット１４が所定の圧力で当接した状態において重り８６の落下運動が
停止する。つまり、その場合においては振動子ユニット１４による踵への当接力は重り８
６の重力に従うことになる。したがって常に一定の当接圧を発揮させることができるので
、測定の再現性を極めて良好にできるという利点がある。
【００３７】
Ｓ１０５の工程が実行されてから当接完了を十分に確保できる一定時間が経過した後にＳ
１０６の工程である測定が実行される。ちなみに、重りの落下を検出し、あるいは振動子
ユニット１４の移動停止を検出した後、Ｓ１０６の工程を実行させるようにしてもよい。
【００３８】
Ｓ１０６では、振動子ユニット１４から超音波パルスが送波され、踵を通過した超音波が
振動子ユニット１６にて検出され、その検出に基づく受信信号に基づいて骨の評価値が演
算される。
【００３９】
一方、測定完了後、Ｓ１０７では、電磁クラッチ５０がオンされ、Ｓ１０８においてモー
ター４８の動作が開始される。するとモーター４８の回転運動が電磁クラッチ５０を介し
て重り機構５４及び振動子ユニット１４を移動させる各機構に伝達され、その結果、振動
子ユニット１４は後退運動を行う。また。重り８６が上方に引き上げられることになる。
【００４０】
Ｓ１０９で重り８６が上昇端に到達したと判断されると、モーター４８の動作がオフにさ
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れ、Ｓ１１１において電磁ブレーキ５２がオンされることになる。その結果、電磁ブレー
キの作用により上昇端に引き上げられた重り８６の位置エネルギーがそのまま保持される
ことになる。Ｓ１１２では測定動作を実行するか否かが判断され、続行する場合にはＳ１
０２からの各工程が繰り返し実行される。
【００４１】
以上の実施形態によれば、振動子ユニットの運動エネルギーが重りの位置エネルギーによ
って生成されているため常に一定の当接圧を発揮させることができると共に安全性を高め
られるという利点がある。
【００４２】
なお、重り８６の上下運動のみを許容するガイド部材を設けるようにしてもよい。また、
各種の重さの重り８６を用意し、所望の重さの重りを選択することによって上記同様の作
用を発揮させることもできる。たとえば大人の測定と小人の測定とで重りを異ならせるよ
うにしてもよい。
【００４３】
【発明の効果】
以上説明したように、本発明によれば、組織評価の精度及び信頼性をより高めることがで
きる。また本発明によれば、接触部の当接圧を常に一定にできるという利点がある。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本実施形態に係る骨評価装置の外観を示す図である。
【図２】　本実施形態に係る骨評価装置の各構成を示すブロック図である。
【図３】　移動機構の具体的な構成例を示す斜視図である。
【図４】　移動機構の動作を説明するためのフローチャートである。
【符号の説明】
１０　骨評価装置、１２　足台、１４，１６　振動子ユニット、２２　プリンタ、２４　
ディスプレイ、２６　測定開始スイッチ、３０　移動機構、４８　モーター、５０　電磁
クラッチ、５２　電磁ブレーキ、５４　重り機構。
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